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研究成果の概要（和文）：少年事件の刑事裁判については、少年法 50 条・52 条・55 条、刑訴

規則 277 条などにあるように、少年事件の特性に配慮した、それに相応しい充実した審理がな

され、その結果として適切な処遇決定がなされるべきことが要請されている。他方、一般に、

裁判員裁判においては、市民参加によるよりよい裁判ないしより公正・適正な裁判の実現とい

う目的に向けて、市民参加を実質化させなければならない。これら二つの要請を両立的に実現

するためには、実体面でも、手続面でも、現行実務の根本的見直しが必要である。 
 
研究成果の概要（英文）：In Lay-Judge (Saiban-in) trial of juvenile cases, adequate hearings which 
considers unique characteristics of juvenile cases and appropriate decisions of juveniles’ treatment 
as results are required.  At the same time, in Lay-Judge trials, meaningful participation of citizens 
are also required in order that more appropriate decisions can be made.  But fundamental changes 
are needed both in substantive law and in the procedure of juvenile cases in order to meet these two 
requirements. 
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１．研究開始当初の背景 
 裁判員制度の導入にともない、家庭裁判所
（以下、家裁）の逆送決定を経て、刑事裁判
に付される少年事件の相当数（年間 50 件程
度）が、裁判員裁判により審理されることに
なる。少年事件への社会的関心の高さからす
れば、少年事件が適正に審理され、処遇決定
されることが、裁判員裁判の正統性を確保す
るうえでも重要である。そのためには、裁判
員裁判として有効に機能するだけでなく、少
年法 1 条の「健全育成」目的のもと、少年事

件の特性に配慮した、それに相応しい審理が
なされる必要がある。そのような審理が、適
切な処遇決定の基礎となる。現行法上も、少
年事件の審理について、少年法 50 条は、少
年の要保護性に関する人間行動科学的調査
について定めた 9 条の趣旨に従って行われる
べきとし、刑訴規則 277 条は、懇切を旨とし、
事案の真相を明らかにするため、家裁の取り
調べた証拠を取り調べるよう要求している。
また、刑事裁判所から家裁への事件移送（少
年法 55 条）や不定期刑（少年法 52 条）の制
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度も設けられている。 
 しかし、これらの両立的実現には困難がと
もなう。従来、少年事件の刑事裁判において
は、少年・関係者のプライバシーを保護し、
少年の精神的打撃を回避するために、人定質
問において住所・氏名が特定されないように
した例、少年と傍聴席のあいだに遮蔽措置を
講じた例、傍聴席から少年の表情がみえない
よう着席させた例などがある。また、家裁の
作成した社会記録が処遇決定（少年法 55 条
による家裁移送決定と量刑）の重要な証拠と
して活用され、公判廷において社会記録を取
り調べるさいには、朗読に代えて、ごく簡単
な要旨告知にとどめることが通例であった。
ところが、公開原則が支配する刑事裁判にお
いて、直接主義・口頭主義の徹底、「見て聞
いて分かる審理」、証拠の厳選と簡潔化、争
点・証拠の整理を踏まえた迅速な集中的審理
など、裁判員裁判に特有な要請が相俟って、
これまで裁判官、検察官、弁護人の合意によ
りなされてきた配慮・工夫が不可能となり、
少年・関係者のプライバシー保護、少年の精
神的打撃の回避、さらには少年事件の特性を
踏まえた、科学的・合理的な処遇決定などを
めぐり深刻な問題が生じうる。 
 このような問題が生じうることが、本研究
代表者・分担者を含め、すでに何人かの論者
により指摘されているが、その解決方法につ
いて、なお研究は不十分である。裁判員裁判
としての機能を優先するあまり、少年事件の
特性への配慮とそれに相応しい審理・処遇決
定を軽視した見解も表明されている。あるい
は、問題の深刻さから、少年事件を裁判員裁
判の対象から除外すべきとの提案さえみら
れる。少年事件の適正な法的取扱いと裁判員
裁判の有効な機能とは、いずれもきわめて重
要な法的課題であり、これらを両立的に実現
することが強く要請されている。そのために
は、少年事件の裁判員裁判の運用実態とそれ
にともない現出する法的問題を実証的に解
明したうえで、比較法的検討をも踏まえつつ、
それらについて法解釈学的・立法論的検討を
加え、有効かつ公正な解決策を提示すること
が焦眉の課題である。 
 
２．研究の目的 
 裁判員裁判の実施にともない、それが大規
模な改革であるだけに、予想を超える複雑な
問題が生じるはずである。また、刑事裁判所
の審理手続だけでなく、捜査手続、家裁の調
査・審判手続、逆送決定などにも影響が生じ
るであろう。本研究は、法的検討の前提とし
て、文献研究とともに、事件調査（インタ
ビュー、傍聴、裁判例調査など）を通じて、
その運用実態を解明し、それにともない現出
する法的問題を析出する。 
 このようにして析出した法的問題を、①捜
査手続、②家裁の社会調査、③審判と逆送決

定、④公判前整理手続、⑤刑事裁判の審理手
続と審理公開、⑥事実認定手続、⑦量刑と家
裁移送、⑧量刑手続・量刑資料、⑨未決身体
拘束、⑩少年弁護、の各領域について整理し、
刑事法・少年法の原理・原則を踏まえ、比較
法的検討にもよりながら、法的検討を加える。
それにより、まず、現行法のもとでの法解釈
論的解決策を提示する。 
 さらに、法解釈論的解決策の限界を指摘し
たうえで、その限界を克服し、法的問題を解
決するための立法提案を行う。 
 これらの法的検討に基づき、事実認定過程
と量刑過程の手続二分、とくに量刑手続の非
公開、科学的・合理的量刑を保障する判決前
調査制度（その担い手、調査方法、報告形式、
証拠法上の取扱い）など、刑事裁判全体にか
かわる改革課題を明らかにし、その解決のた
めの方向性を提示する。このことは、とりわ
け若年成人や精神的問題を抱える被告人の
刑事裁判について、大きな理論的・実践的意
義を有するであろう。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、①文献調査とあわせて、国内事
件調査（事件関係者インタビュー、裁判傍聴、
裁判例調査など）により、少年事件の裁判員
裁判の運用実態とその法的問題を明らかに
し、②代表者・分担者のこれまでの研究の蓄
積を活かした文献研究、③焦点を絞った効率
的な外国調査、海外研究協力者とのコラボ
レーションによる国際犯罪社会学会のテー
マ・セッションを含む、法的検討のための比
較法研究、④精神医学や臨床心理の専門家で
ある研究協力者とのコラボレーションによ
る研究会などを行い、⑤それらによる研究成
果を研究論文、国際学会・国内学会のセッ
ション報告などを通じて発表することに
よって、現行法解釈、立法提案の両面にわた
る法的問題の解決策を提示し、さらにそれを
もとに、事実認定・量刑の手続二分、量刑手
続の非公開、判決前調査制度など、刑事裁判
全体にかかわる改革課題を具体化・明確化す
る。 
 
４．研究成果 
（1）問題の所在と全体の概観 
 そもそも少年事件の刑事裁判では、少年法
1 条「健全育成」目的の下、少年事件の特性
に配慮した、それに相応しい充実した審理と、
その結果としての適切な処遇決定が要請さ
れており、そのための創意工夫が積み重ねら
れてきた。他方、裁判員制度の導入により、
一定数の少年事件が、裁判員裁判により審理
されることになった。ここでは、市民参加を
実質化させるために、公開原則や直接主義・
口頭主義の徹底（「見て聞いて分かる審理」）、
争点・証拠の整理（厳選と簡潔化）による迅
速な集中的審理などが要請されるものとさ



れる。 
 しかし、これら 2 つの要請の両立的実現に
は相当な困難が伴う。最重要課題の 1つであ
る処遇決定のための資料、プロセス、内容の
あり方をめぐって表れるアクチュアルな問
題に対して、どのような解決策を提示するか
が問題となる。 
 
（2）実務の現状と問題点 
 一方で、裁判員裁判は、「見て、聞いて、
分かる」裁判を標榜する。他方で、これまで
少年に対する刑事裁判で量刑や 55 条移送の
「保護処分相当性」判断にあたり一般的に活
用されてきた社会調査記録は、特にいわゆる
「原則逆送」条項（少年法 20 条 2 項）該当
事件において簡素化・簡潔化しているともい
われている。少年審判後、公判前整理手続を
挟むため、裁判員裁判は社会調査記録作成か
ら相当な時間が経過した後に開始されるこ
とも珍しくない。こうしたことから、現在、
実務では、少年非行の背景になる社会問題や
事件をめぐる力学・メカニズム、処遇に関す
る正しい情報を、何を使って、どのように裁
判員たちに伝えるのかが大きな課題になっ
ている。 
 これを解決する試みとして、対人支援専門
職にある元家裁調査官による鑑定を実施す
るもの、専門家証人を活用するもの、これら
の活用と併せて社会調査記録を活用するも
のがある。鑑別結果通知書と少年調査票の原
本全部を証拠とし、評議室で全文を朗読する
扱いをする例もあったが、いわば「密室」で
の扱いとなるため、その有効性については検
証が難しいという課題があった。対人支援専
門職にある者や専門家証人の活用例には、鑑
定作業や面会を通して少年自身に変化が表
れ、それが裁判所によっても内省の深まりと
肯定的に評価されたものがある。また、専門
家証人自身が、裁判所により少年の重要な社
会資源と評価された例もある。対人支援専門
職にある者や専門家証人の法廷における証
言は裁判員にも分かりやすく伝わっており、
判決後の会見で「最初は許せないと思ったが、
立ち直りを誓う少年の態度に接して更生を
願うようになった」とのコメントを残した裁
判員もいた。 
 他方、対人支援専門職にある者の鑑定や専
門家証人の面会に対する拘置所の対応には
ばらつきがあり、限られた面会時間とアクリ
ル板越しの面接では十分な心理検査ができ
ないという課題がある。また、家裁や少年鑑
別所作成の記録の開示や担当者調査官や技
官との面接、ローデータの提供も課題として
残る。 
 
（3）社会調査実務の変化 
 少年法 9条などに基づき、少年を取り巻く
社会の環境や少年の成育歴などが、家裁が受

理した少年事件とどのように結びついてい
るのかを調査官が調査し、それに基づき、当
該少年の成長発達に向けた最適な処遇を明
らかにする社会調査実務においては、裁判員
制度の実施前後から、以下のような顕著な変
化が生じたことが、家裁調査官へのアンケー
トや弁護士への聴き取りなどを通して、窺わ
れた。 
 第１が、少年法 20 条 2 項対象事件を中心
に、裁判員裁判の対象となりうる少年事件に
関して、調査官が社会調査の結果をまとめる
少年調査票の記載においては、非行事実を中
核とする、保護処分を許容する「特段の事情」
の有無の検討に重点が置かれ、相対的に、非
行の要因となりうる成育歴や少年を取り巻
く環境に関する記載が乏しくなったという
点である。とりわけ、刑事処分相当の処遇意
見がまとめられるケースでは、保護処分によ
る少年の改善・更生の可能性の検討じたいが
なされなくなるという傾向も看取されるよ
うになった。 
第２が、そうした少年調査票の前提となる

社会調査の大部分においても、非行事実を中
核とする「特段の事情」の有無に関する調査
に重点が置かれるようになったことである。
その反面、少年調査票における記載が乏しく
なった少年の成育歴や少年を取り巻く環境
がどのように事件に影響を与えたのかにつ
いては、そもそも調査じたいが十分に行われ
なくなったことが強く推認される。 
 こうした変化の背景としては、社会調査の
あり方については少年法に詳細に定められ
ておらず、調査官に委ねられる部分が大きい
ところに、社会調査を迅速化・画一化させる
下位規範が定められ、少年法 20 条 2項が「原
則逆送」規定と実務において解釈された上で、
裁判員制度が実施される等の客観的な状況
の変化に、調査官が強い影響を受けたことが
挙げられる。 
 
（4）社会調査のあるべき姿 
 とりわけ重大な少年事件に関する社会調
査において、非行事実の調査に重点が置かれ、
少年の成育歴や少年を取り巻く環境などが
十分に調査されなくなるという方向での社
会調査の変化は、いわゆる狭義の犯情以外の
様々な事情も調査した上での処遇決定を前
提としている少年法に反するものであり、妥
当ではない。 
 少年法からは、少年法 20 条 2 項対象事件
のような重大事件であるほど、少年の成育歴
や少年を取り巻く環境などがどのように事
件と関連しているのか等が、いっそう丁寧に
調査されるべきことが帰結される。また、そ
うした丁寧な社会調査こそ、裁判員裁判で目
指されるべきものとされた、「充実した審
理・評議」の実現に資するのである。 

もっとも、単に当該非行に至る諸要因のメ



カニズムとその要因である少年の人格や環
境の問題点を解明することに重点が置かれ
る社会調査も、少年への不要な人権制約をも
たらし、少年の社会調査への参加を妨げかね
ない点で、日本国憲法や子どもの権利条約に
照らして問題がないわけではない。 
こうした上位規範に照らして、あるべき社

会調査を素描するならば、それは、可能な限
り少年の人権制約が小さい方法を通して、少
年が非行に至った諸要因のメカニズムと、そ
こから把握される本質的・決定的な問題点だ
けでなく、少年がその問題点を主体的に克服
する可能性、およびその可能性を基礎とした、
少年の成長発達を実現する最も少年の人権
制約が小さい処遇を解明するものであり、少
年がそのプロセスに参加できるものとなる。
こうした、あるべき社会調査においては、と
りわけ少年の成長発達可能性の解明に重点
が置かれねばならない。具体的には、潜在し
ている少年の能力や社会資源の解明に力が
注がれる必要がある。以上の帰結からは、少
年事件が重大であり、少年に対して選択され
る処遇の人権制約性が大きくなる可能性が
高い程、あるべき調査がなされる必要性もよ
り高くなるのである。 
 

（5）保護処分相当性の概念 
 2000 年改正少年法の下で重大事件はいわ
ゆる原則逆送の対象となった。立法時の議論
では、とりあえず検察官に送致するものの、
少年法 55 条による家裁への移送決定を柔軟
に行えば、大きな弊害はないとの説明も見ら
れ、改正法施行当初は 55 条移送の件数が微
増傾向にあるかにみえた。しかしそれ以降、
20条 2項対象事件の逆送率がじわじわと上昇
しているにもかかわらず、55 条移送の件数は
激減している状態にある。 
 その状態で、20条 2項対象事件を始めとす
る重大少年事件は裁判員裁判の対象となっ
た。裁判員裁判の運用において 55 条移送決
定が出された例は少数にとどまり、ほとんど
の事例で弁護人からの 55 条移送の主張は一
蹴されている状態にある。このような運用の
一因は、少年法 55 条の保護処分相当性につ
いて裁判所が行っている説明にあると考え
られる。 
 しかし裁判所が依拠していると見られる、
20条 2項の原則逆送事件については保護処分
相当性を判断する際も、対象事件について保
護不適が推定される結果、原則として刑事処
分が相当であるとの前提で、事案の重大性な
いしそれを中心とした刑事処分相当性を減
殺する特段の事情がある場合に限って移送
決定を行うのだという解釈論は必然ではな
い。そもそも 20 条 2 項についての、特段の
事情がない限り逆送する規定だとの理解は
必然ではなく、重大事件についてはより詳細
な科学的調査を実施したうえで慎重に判断

することを求める規定と解することができ
る。また、20条 2項を原則逆送規定と解した
場合でも、55 条移送判断をその裏腹と理解す
ることは、「疑わしきは被告人の利益に」原
則との関係、解釈論上保護不適を推定するこ
との合理性、裁判規範としての明確性の問題
など多くの疑問があり、保護処分優先主義に
従って保護処分相当性の内容を説明してい
く方がむしろ合理的だという結論が得られ
た。 
 
（6）少年法 50 条の法意 
 少年法 50 条は少年に対する刑事裁判にお
いて科学的な調査を反映させた審理を行う
ことを要請するが、裁判例により「訓示規定」
と理解されている。このことが、少年に対す
る刑事裁判で十分な科学的調査が行われな
い事態を引き起こす一因となっていると考
えられる。 
 現行法 50条の規定は旧少年法 64条を継承
したものであり、最高裁判所の裁判例は、こ
の旧少年法上の規定を「訓示規定」としなが
らも、「當該具體的事件毎に諸般の状況を考
量して、果して當該調査の方法が少年法の要
求する所と背馳することなきや否やに依つ
て判決する」ことを求めたものであり、場合
によっては違法となると理解した。この理解
を前提として、旧法下では、「人格調査」を
行わなかった場合には、審理不充分で破棄さ
れた上告審の判例がかなりあったとの指摘
もある。こうした理解は、現行法 50 条に関
する『最高裁判所刑事判例集』掲載の最高裁
判所裁判例にも継承されたものの、家裁の調
査（官）制度の整備に伴って社会調査記録を
刑事裁判で活用する運用が定着したことに
よって、この規範的な意味は次第に意識され
なくなった。しかし、社会調査記録の活用が
少年法 50 条の要請を満たすための必要条件
ではあっても十分条件ではないことは、「全
国少年係裁判官会同」の場でも一貫して確認
されてきた事柄であるといえる。この会同で
は、少年に対する刑事裁判の管轄を家裁に移
したり、刑事裁判所において判決前調査制度
を採用するという立法措置が問題の根本的
解決として不可欠であることが再三に渡り
確認されている。少年法 50 条の規範的要請
に十分に応える立法が未だ行われていない
現在、刑事裁判における社会調査記録の利用
だけでは足りず、対人支援専門職にある者の
情状鑑定や専門家証人の活用が不可欠とな
る。 
（7）裁判員裁判における社会記録の取調べ 
 アメリカにおける量刑手続で判決前調査
報告書を証拠として利用する際に求められ
る適正手続保障に関する議論の分析から、ア
メリカでは連邦最高裁判例も含めて、量刑に
関する資料が何らの制約もなく裁判官に提
供され、裁判官は自由な形式でその資料に含



まれる情報を取得して、量刑についての心証
を形成する裁量を有するとは考えられてお
らず、少なくとも、判決前調査報告書の記載
内容に対して、被告人側に争う機会を保障す
べきとする考え方が広まりつつあることが
明らかになった。調査の目的や内容、さらに
調査に対して向けられている批判の点でア
メリカの判決前調査とかなりの部分共通の
性格を有する社会調査記録の証拠調べ方法
について、アメリカでの議論を参考にしつつ、
日本においても、少年被告人に対する適正手
続を十分に保障するために、以下の点の改革
ないし検討が必要である。 
 第 1 に、少年事件の充実した審理と 55 条
移送を含む適切な処遇決定のための基礎資
料としての意味を持つ社会記録について、証
拠としての使用を過度に制限することなく、
他方で、被告人に不利益な事実や被告人から
見て誤っていると考えられる事実について
反対尋問で十分に争う機会を保障するとい
う 2つの課題を両立するために、作成者たる
家裁調査官に対して、記録の内容について尋
問する機会を被告人に保障することを条件
に、刑訴法 321条 4 項を準用して、社会記録
自体に証拠能力を認めるのが妥当である。 
 第 2に、裁判員裁判において、直接主義と
裁判員の負担軽減の観点から、取り調べる社
会記録を簡略化することは、処遇に関する基
礎資料の貧弱化を招き、さらに社会調査自体
の衰退を引き起こすことになるおそれが高
く、適切ではない。家裁調査官の口頭証言と
組み合わせて社会記録全体を証拠調べの対
象とすることによってこそ、充実した審理が
実現するものと思われる。公開の法廷で少年
のプライバシーが明らかになることに対し
ては、公開停止などの防止策を積極的に講じ
るべきである。 
 
（8）少年事件と死刑を巡る問題 
 実務上の死刑適用基準において、被告人が
少年であったとの事情が持つ意義は不明確
である。そこで裁判員の中から、死刑適用に
積極的な意見が出されると従来よりも死刑
適用が拡大する可能性がある。それに対し、
少年法の専門家は一般に少年への死刑禁止
か、成人とは異なる基準により謙抑的に適用
すべきことを主張する。両者の乖離は大きい。 
 乖離を埋めるための 1つの方策は、少年の
死刑事件においてそれに相応しい手続保障
を貫徹することである。少年刑事事件一般と
同様に社会記録を最大限有効に活用するだ
けでなく、死刑事件においては刑事裁判でも
鑑定を実施して、成長発達の遅滞の程度や今
後の成長発達の余地についての科学的知見
を裁判員に分かりやすく提示する必要があ
る。 
 次に、死刑適用基準において、被告人が犯
行時少年であったことが持つ意味を明確に

することが必要である。これについては従来、
犯行時 18 歳未満への死刑適用を禁止した少
年法 51条が犯行時 18歳以上の少年にも準用
されるかという形で争われてきた。しかしな
がら、犯罪を犯したとはいえ少年に対して命
を奪う処分が許されるかは、本来より上位の
憲法や国際人権法により規律されるべき問
題である。そうした視点からは、保護の対象
である少年の成長発達可能性を完全に閉ざ
してしまう死刑という刑罰の許容性は疑わ
しい。許されるとすれば、少年が実質的にみ
て理念型としての成人と同程度の発達を遂
げており、もはや保護の必要がないとされる
場合だけであろう。 
 最後に世論との乖離については、米国の動
向を踏まえると、生の世論を考慮することは
避けるべきであり、国民の間で、重大な少年
事件に対して死刑を言い渡した裁判例への
反発が決定的なものでなければ、あとは裁判
所が法の理念や少年の発達に関する発達心
理学の知見等に従って主体的に判断を下し
てよいと考えられる。専門家のイニシアティ
ブで少年事件に独自の対応を確立すべきこ
とが明らかになった。 
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